






◆「勤務間インターバル」制度の導入が努力義務になりました
「勤務間インターバル」制度とは、１日の勤務終了後翌日の出社までの間に、一定時間以上の休息時間
を確保する仕組みであり、働く方々の十分な生活時間や睡眠時間を確保できる制度です。この制度を
導入することにより、職員の十分な生活時間や睡眠時間を確保することができると期待されています。

◆中小規模の医療機関でも月60時間超え残業の割増賃金率が引上げられます
2023年4月より、月60時間超の残業割増賃金率が50％に引き上げられます。

その他の法改正項目

事 例  医師の健康に配慮した相談体制・就業措置により早期離職防止へ

課　題
　医師の早期離職が相次いで発生。以前から給与計算を委託している社労士からも、残業代が増
加傾向にあり、医師の長時間労働が常態化しているのではとの指摘があった。現状を把握すべく
医師に向けてアンケート調査を行ったところ「人員不足により休憩がとれない」「夜勤明けも引継
ぎで帰れない」「疲れが原因のヒヤリ・ハットが心配」など職場の疲労の色が浮き彫りとなった。

対　策
　職場環境を改善すべく、経営者は社労士と産業医に相談。産業医の相談窓口に加え、新たに働
き方に関する相談先として社労士による相談窓口を設けた。また社労士は、メンタル不調を未然
に防止するために、産業医が必要と判断した際は「労働時間の短縮」や「深夜業の減少」等の措置を
行うと就業規則に記載するよう提案し、病院側の体制について医師等に向けて説明会を行った。

結　果
　長時間労働をなくしたいという病院側の姿勢が伝わり、離職希望者が減った。顧問社労士や産
業医による相談窓口があることにより、安心して働くことができるとの声も多く寄せられるように
なった。医師自身のモチベーションが上がり院内に活気が戻ったため、患者からの評判もよく、病
院の評判も高まっている。

「働き方改革」は負担だらけ?
　－ 答えはNO！やり方次第で大きなメリットが得られます

社労⼠は、「⼈を⼤切にする」働き⽅改⾰の専⾨家です。
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すべての都道府県に 「医療勤務環境改善支援センター」 が設置されています
医療勤務環境改善支援センターでは、医療機関の労務管理全般に関する相談、労働社会保険諸法令に関する
照会等への対応を無料で行う医療労務管理アドバイザー（社労士）が配置されています。

働き方改革への第一歩として
社 労 士 をご活用ください！

2019年3月作成

●社労士を探したい場合は･･･
○○都道府県社労士会 検 索

（例）勤務間インターバルを11時間に設定している場合（所定労働時間8時～17時）

※医師の勤務間インターバル時間数については、現在検討中です。

８時 17時 23時 8時 10時

休息時間（インターバル）11時間 通常勤務通常勤務
始業 終業 勤務終了

残  業
（始業） 始業

始業時間を後ろ倒し
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